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⑤研究の目的・目標（提案書に記載した研究の目的・目標を簡潔に記入。） 

本研究では，公共交通ターミナル整備がもたらす長期的・広域的な効果の空間分布を計量化す

るための空間経済分析手法を開発する．そして，その手法を用いて，実都市（札幌，金沢）のター

ミナル整備を対象に，都市内部の土地利用変化・周辺地域への経済波及効果を評価する．この目

的を達成するために，次の3種類の研究開発課題[A,B,C]を設定し，それらを順に実施する: 

[A] 交通・立地統合モデルを用いた政策効果分析手法の開発：交通施策が都市内交通・土地利用

に与える長期的な影響を評価する手法を構築する． 

[B] 空間的応用一般均衡 (SCGE) モデルを用いた地域経済分析手法の開発：公共交通ターミナル

整備が周辺地域にもたらす長期的な経済波及効果を評価する手法を構築する． 

[C] 実都市における公共交通ターミナル整備の長期的・広域的効果の計測：[A, B]で構築した手

法を用いて，札幌・金沢を対象に公共交通ターミナルの長期的な整備効果を評価する． 

2021年度は，研究課題[A,B]で開発する空間経済分析手法の基盤となる数理モデルを完成させる

とともに，研究課題[C]を実施するために必要となるデータ整備を実施する．より具体的には，次

の3点の研究開発を進める:  
(a) 政策効果分析に利用可能な交通・立地統合モデルの構築 
(b) 都市間交通網の特性を表現可能な空間的応用一般均衡モデルの構築 
(c) 公共交通ターミナル整備の効果計測を実施するための基礎データ整備 

⑥これまでの研究経過 

（研究の進捗状況について、これまでに得られた研究成果や目標の達成状況とその根拠（データ等）を必要に応じて図表等を用い

ながら具体的に記入。） 

[研究の進捗状況] 

 2021年度に実施している研究開発(a),(b),(c)について，その進捗状況を示す． 

(a) 政策効果分析に利用可能な交通・立地統合モデルの構築 

公共交通ターミナル整備が都市内交通・土地利用に与える影響評価を可能にする交通・立地

統合モデル開発の基礎となる交通・立地サブモデルの予備解析を実施し，最終年度に実施予定

の解析に必要な基礎的知見を得た．さらに，交通・立地サブモデルを単純に組み合わせるので

はなく，各サブモデルの効率的な解析技術が応用できる構造を有する形で統合モデルを構築し

た．より具体的な研究進捗状況は，以下に挙げる通り． 

(a1) 立地サブモデルの構築・金沢を対象とした予備実験 

 立地サブモデルのパラメータ推定（主担当：中西・村上） 
金沢都市雇用圏（1,656町丁目からなる都市空間構造）を対象に，昨年度までに開発した手法

により，立地サブモデルのパラメータを推定した．そして，構築される計量モデルが，公共

交通の利便性（乗り換えによる負の影響を含む，各種公共施設へのアクセシビリティ）・用

途規制などが家計・企業の立地選択に与える影響を表現できることを確認した．具体的には，

居住地アメニティに関しては公園アクセシビリティと住宅・商業系の用途地域面積，企業の

生産性については役所アクセシビリティと住宅・商業・工業系の用途地域面積のパラメータ

が正に有意に推定された． 



 金沢都市雇用圏を対象とした予備実験（主担当：高山・中山） 
金沢都市雇用圏を対象とした予備実験として，公共交通の利便性向上 (全起終点間の移動コ

ストの5%低下) が土地利用に与える影響を分析した．その結果，立地サブモデルの解析は

1,656町丁目を対象とした場合（居住地・就業地を選択するモデルであるため未知変数は

16562個）でも問題なく実行可能であること，公共交通の利便性向上が都市のコンパクト化・

高密度化をもたらす可能性があることが確認された (図1, 2)．  

図 1：金沢都市雇用圏における公共交通の利便性向上による居住者数の変化 

左図：金沢都市雇用圏の全域，右図：金沢市中心部 

図 2：金沢都市雇用圏における公共交通の利便性向上による就業者数の変化 

左図：金沢都市雇用圏の全域，右図：金沢市中心部 



(a2) 交通サブモデルの効率的な数値解法の開発・札幌を対象とした予備実験 

 交通ネットワークの縮約表現手法の開発（主担当：杉浦・壇辻） 
ネットワーク科学に基づき，「町丁目 (セントロイド) 間の移動コストを適切に表現できる

縮約ネットワーク」を作成する手法を開発した．具体的には，全てのセントロイドのペアに

ついて，それらの間の道路容量が最小となる区間を抽出し，それ以外を縮約表現するシステ

マティックな手法を提案した (図3)．そして，比較的単純な縮約前後のネットワークにおい

て一般的な交通量配分を実施し，それらの結果が類似したものになることを確認した．現在

は，札幌都市雇用圏 (図4) を対象にネットワーク作成を進めており，数値解析が現実的な計

算時間で実行可能な空間解像度 (町丁目単位での実行可能性，必要な粗視化の程度) を確認

している． 

図 3：Anaheim ネットワークへの適用例（セントロイド数は 38） 

左図：縮約前のネットワーク（416 ノード），右図：縮約後（189 ノード） 

 

図 4：予備実験の対象とする札幌都市雇用圏 

左図：空間設定（6,653 町丁目），道路ネットワーク（右図：255,169 ノード） 



 効率的な数値解析手法の開発（主担当：杉浦・中山） 
昨年度，開発した数値解析手法 (Coordinate Descent法を交通量配分の等価最適化問題に適用

可能な形に修正した手法) を改良した．この手法は，求解中に起点別リンク交通量を記憶し，

勾配ベクトルの算出において一部の起点由来のOD需要のみを最短経路に配分しなおし解を

更新するものである．今年度は，この更新する起点の選択について，求解中に得られる情報

を利用して選択する確率を与える手法を提案し計算効率向上を図った．提案手法はパフォー

マンスの確認のため，テストネットワークへ適用し，安定的かつFrank-Wolfe 法・昨年度の

手法よりも効率的な求解が可能であることが確認された (図5)． 

(a3) 交通・立地統合モデルの構築 
 交通・立地サブモデルの統合（主担当：大澤・高山） 

効率的な数値解析が可能になるような (i.e., 各サブモデルの解析技術を適用できる) 数理構

造を有する形で，交通・立地サブモデルを統合した．具体的には，地区 に居住，地区 に就

業し，経路 を利用する家計数が定まる統合モデルの均衡条件の等価最適化問題が，交通・立

地サブモデルの各々の均衡条件と等価な最適化問題を組み合わせた形で表現されるように

した．その結果，統合モデルの解析に交通サブモデル用に開発した効率的な数値解析手法が

適用できるうえ，立地サブモデルのパラメータ推定手法が統合モデルにそのまま利用できる

形となった． 
これらの性質は，交通サブモデルの数値計

算の効率性が統合モデルの計算効率に直

結することを意味していることから，今年

度中に得られる(a2)の成果を基に，統合モ

デルの解析を実施する空間解像度を定め

る予定である． 
以上より，図6に記載した交通と土地利用

の相互作用を明示的に考慮した政策評価

手法が完成する見通しが立った． 

図 5：Anaheim ネットワークを対象とした数値解析手法の効率性検証結果 

左図：手法毎の計算時間，右図：更新する起点集合毎の計算効率 
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更新する起点の割合 (提案手法 B) 

図 6：統合モデルにより表現可能な 

交通と土地利用の相互作用 



(b) 都市間交通網の特性を表現可能な空間的応用一般均衡モデルの構築 

公共交通ターミナル整備に伴う都市間交通の利便性向上 (e.g., 高速バス路線の拡充) が，周

辺地域にもたらす波及効果を評価するための空間的応用一般均衡 (SCGE) モデルを開発した．

より具体的な研究進捗状況は，以下に挙げる通り． 

(b1) 都市間交通網のモデル化 
 旅客・物流データを用いた都市間交通網モデルの構築（主担当：杉本・中西） 

SCGEモデルにて定義される都市 , 間の輸送費用 を図7に記載した形でモデル化し，そのパ

ラメータを物流センサス，旅客純流動調査のデータを用いて推定した．その結果は表7に示す

通りとなり，全てのパラメータが直観と整合した符号で有意に推定された．この結果から， 

図 7：都市間交通網モデルのパラメータ推定手順 

表 1：都市間交通網モデルのパラメータ推定結果 

第一段階の物流 
  

第一段階の人流 

第二段階 

  



構築したモデルが公共交通ターミナル整備による高速バスの路線拡充・運行頻度増加等の影

響を表現可能であることが確認できた． 

(b2) SCGEモデルの構築 
 都市間交通網モデルと空間的応用一般均衡モデルの統合・予備実験（主担当：杉本・高山） 

昨年度までに開発したSCGEモデルに，(b1)の都市間交通網モデルを統合することで，本研究

にて開発する政策効果分析手法を完成させた．そして，次年度に向けた予備実験として，日

本全国を対象に都市間交通改善の影響を評価した．その結果，都市雇用圏単位で日本を分割

した状況下での数値解析の計算時間は実用上問題ない水準であること，輸送モード毎に輸送

改善の波及効果が定性的に異なることが確認できた (図8)．  

図 8：都市間交通網の輸送改善が都市人口分布に与える影響（人口シェアの変化を図示した） 

a)道路の輸送効率 20%増 b)高速バスの輸送効率 20%増 c)鉄道の輸送効率 20%増 

d)航空の輸送効率 20%増 e)高速道路の輸送効率 20%増 f)一般道路の輸送効率 20%増

g)高速バスの運行頻度 20%増 h)鉄道の運行頻度 20%増 i)航空の運行頻度 20%増 



(c) 公共交通ターミナル整備の効果計測を実施するための基礎データ整備 

(c1) 公共交通ターミナル整備の事例収集，金沢・札幌の現状調査 
 公共交通ターミナル整備効果に関する事例収集（主担当：高森・内田） 

日本で実施・計画されている公共交通ターミナル整備による効果 (予測を含む) を幅広く収

集し，次年度に設定するターミナル整備による効果シナリオ設定の基礎データを蓄積した．

その結果，交通流円滑化 (表2)・高速バスの運行頻度上昇などの具体的な効果を把握できた． 

 金沢・札幌を対象とした分析のための基礎データ整備（主担当：高森・内田） 
次年度に実施する分析に必要となる基礎データとして，金沢・札幌を起点とする高速バスの

運行頻度 (図9) などのこれまで未整備の都市間交通状況，金沢・札幌都市雇用圏内の公共交

通アクセシビリティ(研究開発(a1)で使用したデータ) を整備した． 

図 9：高速バスを代表交通機関として到達可能な都市とその運行頻度 
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表 2：公共交通ターミナル整備に伴う交通混雑緩和効果の事例収集内容の一例 



⑦研究成果の発表状況 

（本研究から得られた研究成果について、学術誌等に発表した論文及び国際会議、学会等における発表等があれば記入。） 

 

本研究開発と関連する分析・基礎的な解析手法に関する研究成果は以下のとおりである．なお，

このリストには，本研究開発の直接的な成果に加え，本研究の発展に寄与する(本研究開発と関連

して生み出された新たな)基礎的な研究成果を含めている． 
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19回ITSシンポジウム2021. 
3) 堀越 光, 高山 雄貴 (2021). 公共交通の利便性向上による都市構造変化, 第19回ITSシンポジ

ウム2021. 
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画学研究発表会・秋大会. 
5) 杉本 達哉, 杉山 雅也, 高山 雄貴, 高木 朗義 (2021). 定量的空間経済学に基づく空間経済分

析手法の開発, 第41回交通工学研究発表会. 
6) 村上 大輔, 高山 雄貴 (2021). 地域間産業連関表の空間詳細化にむけた統計的機械学習の応

用, 第64回土木計画学研究発表会・秋大会. 
7) 村上 大輔, 堤田 成政, 吉田 崇紘, 中谷 友樹 (2021). 疎なカウントデータのための地理的加

重ポアソン回帰の安定化・高速化, 地理情報システム学会第30回研究発表大会. 
8) 杉浦 聡志, 三輪 三太 (2021). Gomory-Hu 木を利用した最小カット構造に基づくコミュニテ

ィ検出方法, 第63回土木計画学研究発表会・春大会. 
9) 小林 秀佑, 中西 航, 堀越 光, 高山 雄貴 (2021). 土地利用モデルに基づく計量分析: ベイズ

推定アプローチの検討, 第63回土木計画学研究発表会・春大会. 

⑧研究成果の活用方策 

（本研究から得られた研究成果について、実務への適用に向けた活用方法・手段・今後の展開等を記入。また、研究期間終了後

における、研究の継続性や成果活用の展開等をどのように確保するのかについて記述。） 

[実務への適用に向けた活用方法・手段・今後の展開] 

 本研究により開発される空間経済分析手法は，公共交通ターミナル整備のみならず，いくつ

かの交通関係の政策効果分析にそのまま利用できる．そこで，その適用事例を蓄積するとと

もに，学会・研究論文にて公表することで，実務での適用につなげていきたい． 

 空間経済分析手法による(交通政策以外の)多様な政策の長期的・広域的効果の計量化のため

の発展も，実務への適用を進めるためには重要であろう．そこで，今後は多様な政策に適用

できる汎用性の高い分析枠組の開発を目指す予定である． 

 空間経済分析手法により政策効果を計量化するには，分析目的に応じた空間解像度の経済デ

ータが必要となる．そして，そのデータ整備の金銭・時間的なコストの高さが，実務への適

用を妨げる大きな要因になっている．この課題の解消に向けたデータ整備の自動化(e.g., 国
土交通データプラットフォームの活用)に資する技術開発も，今後は展開していきたい． 



[研究の継続性や成果活用の展開の確保方法] 

 本研究成果の発展を目的とした研究課題が創発的研究支援事業(科学技術振興機構)に採択さ

れたことから，長期にわたる研究継続・発展の基盤は既に確保できている． 

 これに加えて，継続した共同研究(産学の連携)・科研費等への応募を進めつつ，本研究成果

を活用するための知見を蓄積するための研究を継続する． 

⑨特記事項 

（本研究から得られた知見、学内外等へのインパクト等、特記すべき事項があれば記入。また、研究の目的・目標からみた、研究

成果の見通しや進捗の達成度についての自己評価も記入。） 

[研究で得られた知見・学内外等へのインパクト] 

 本研究開発を進めるなかで「⑧研究成果の活用方策」に記載した今後の展開を着想し，その

一部については基礎的な知見が得られつつある．特に，「⑦研究成果の発表状況」に記載し

た小林ら[1],9)，村上・高山6)では，実務への適用を容易にする基礎技術になりうる知見が得ら

れたことから，本研究開発と並行して研究を進める予定である． 
 上記に加え，計量分析結果を研究担当者間で共有するなかで，基礎理論の望ましい発展の方

向に関する議論が深まった．その結果として，空間経済分析の基礎となる理論の発展も実現

することができた (e.g., Miao and Takayama[9], 高山・杉本4), Akamatsu et al. (2021, Working Pa-
per))． 

Akamatsu, T., Mori, T., Osawa, M., and Takayama, Y. (2021). Multimodal agglomeration in economic 
geography, arXiv: 1912.05113v3. 

[研究の見通し・進捗への自己評価] 

 COVID-19の影響から，対面での議論の機会が多く取れなかったため，統合モデル開発に計画

より時間を要した．そこで，研究課題[B]の次年度実施分を先行して進めた (図9)． 

 遅れていた研究課題[A]の統合モデル開発も，オンラインを併用した研究打ち合わせを重ねる

ことで，今年度内に必要な研究内容を実施できる見通しが立った． 

 以上より，研究開発は大きな問題がない形で進んでいると自己評価している． 

 

図 9：研究進捗状況 



[中間評価結果コメントへの対応] 

【コメント1】 

バスのダイヤ、路線の大幅な変化という事象への対応について検討いただきたい 

 研究開発[B]において，高速バスのダイヤ設定(運行頻度)，路線の大幅な変化を表現できる

分析枠組を開発した．そこで，今後は，この分析枠組を活用してコメントいただいた内容に

関する分析を進める予定である． 

【コメント2】 

それぞれの研究開発は学術的には優れたものになると期待される。しかし、バスターミナルの

特性を考慮した分析手法の開発であることが必ずしも明確ではない。特定課題であることを踏

まえると、バスタのようなノード施設の配置が地域に及ぼす影響をどのように捉え、どのよう

な波及効果や便益を計測する必要があるのかという観点から研究開発が行われることが望ま

しい。特定課題としての位置づけに留意して研究を進めていただきたい。 

 本研究では，バスターミナルの整備効果以外にも適用可能な空間経済分析手法を開発する

ことを目指している．これは，今後の実務への展開上も重要であると考えたためであるが，

その一方で，コメントにある指摘の通り，特定課題としての位置づけが不明確であった． 

 本研究では，ターミナル整備／バス停の集約によりもたらされる影響のうち，「公共交通の

利便性(アクセシビリティ)の向上」「ターミナル周辺の道路混雑の緩和」「利用可能な土地

の増加」に注目し，それらが土地利用・周辺地域の経済・人口に与える影響を計量化する予

定である．これは，上記した3点がもたらす影響が大きく，かつ長期間・広範囲に渡ると想

定しているためである．なお，本年度までに，これらを実施するための分析枠組・基礎デー

タ整備は完了している． 

【コメント3】 

次年度以降は、共同研究者の役割分担が具体的にわかるように記載いただきたい。 

 本研究は，当初計画より，個々の研究者に独立した役割を与えて進めるという形式をとら

ず，各々の専門知識を融合することで空間経済分析手法を開発するよう予定していたため，

役割分担を明確にしづらい面がある． 

 そこで，本報告書では，実施内容毎に主担当を示すようにした． 

 


